「とちぎ子育て支援プラン」の実施状況について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ２４．８．８　こども政策課
　栃木県では、家庭が子育てに夢をもち、次の時代を担う子どもたちを安心して生み育てられる社会
環境づくりを総合的に推進するために、次世代育成支援対策推進法に基づく、平成２２年度を初年度
とする「栃木県次世代育成支援対策行動計画（後期）・とちぎ子育て支援プラン」（計画期間：平成２２年度～２６年度）を策定しました。
このプランの実施状況について、同法第９条の規定により下記のとおり公表するものです。
１　平成２３年度の実施状況
　　「とちぎ子育て支援プラン」では、目標年度である平成２６年度の数値目標として、３７の指標
　を設定しています。平成２３年度の実施状況をみると、年度換算値を達成又は前年度に比べて改善
　したと評価できる項目が３１項目（８３．８％）、改善されていない項目が６項目（１６．２％）　となりました。全体的には、目標とする子育て環境の整備は概ね順調に進んでいると判断します。
「とちぎ子育て支援プラン」指標総括表
	　　　　　　　施策項目
	目　標
指標数
	Ｈ２３年度換算値に対する達成状況※

	
	
	　　○
	　　△
	　　▲

	（１）地域における子育ての支援
	１５
	　　１０
	　　　３
	　　　２

	（２）母子の健康の確保の増進
	　 ４
	　　　３　
	　　　０
	　　　１

	（３）子どもの心身の健やかな成長を支える
教育環境の整備
	　 ５
	　　　４
	　　　０
	　　　１

	（４）子育てを支援する生活環境の整備
	　 ３
	　　　２
	　　　１
	　　　

	（５）職業生活と家庭生活の両立の推進
	　 １
	　　　１
	　　　０
	　　　０

	（６）子どもの安全の確保
	　 １
	　　　０
	　　　０
	　　　１

	（７）援護を必要とする子育て家庭等への支援
	　 ８
	　　　６
	　　　１
	　　　１

	　　　　　　　　　　計
	　３７
	　　２６
	　　　５
	　　　６


※年度換算値に対する達成状況の区分
	区 分
	　　　　　年度換算値達成度の判断

	  ○
	年度換算値を達成した

	  △
	年度換算値は未達成だが、前年度より改善した

	　▲
	年度換算値は未達成であり、前年度より改善していない


各施策ごとの実施状況
（１）地域における子育ての支援
　　  ①  身近な子育て相談・支援体制の充実度（小学校の通学区域内に子育て支援施設（地域子育て
支援拠点施設、児童館、子育てサロン等）のある地域の割合）は、年度換算値は達成できませ
んでしたが、前年より改善しています。
　　　②　保育所待機児童率については、年度換算値を達成しておらず、前年より改善していません。
保育所の認可定員数は前年度比で２７１人増となっており、前年度の保育所利用児童と待機
児童数を上回っていることから、潜在的な待機児童の存在が考えられます。
今後とも、保育所の創設等基盤整備を推進するとともに、病児・病後児保育や休日保育等、多様な保育サービスの充実についても促進を図って参ります。
（２）母子の健康の確保及び増進
　　　　乳幼児健診の受診率については、１歳６ヶ月健診、３歳健診ともに年度換算値を達成してお
り、前年度よりも改善しています。
（３）子どもの心身の健やかな成長を支える教育環境等の整備
　　　異年齢・世代間交流の体験活動参加者数は年度換算値を達成できませんでしたが、これは、体験活動を行う青少年教育施設が避難所として使用されたため、体験活動を行えない期間があった
　　ことによるものです。
他の指標は、年度換算値を達成しており、学校や家庭、地域における教育環境整備は概ね順調
　　に進められています。引き続き、家庭や学校だけでなく地域社会が一体となった青少年の健全育
　　成に取り組んで参ります。
（４）子育てを支援する生活環境の整備
　　　良好な住宅市街地の整備や通学路の歩道整備は、年度換算値を達成しており、安心して子ども
　　を生み育てることができる生活環境整備は概ね着実に進められています。
（５）職業生活と家庭生活の両立の推進
　　　男性の育児休業取得率は、「平成２３年労働環境等調査結果報告」によるものであり、常用労働
　　　者１０名以上の２，０００事業所を抽出して調査を行いました。年度換算値を達成しており、前
年度から改善しました。今後とも今年７月から完全施行となる改正育児・介護休業法の周知や利
用モデルの提示等、仕事と子育ての両立のための環境整備と意識啓発について、更に努めて参り
ます。
（６）子どもの安全の確保
　　　幼児から中学生に対する交通安全教育の実施回数については、年度換算値を達成できませんで
した。震災の影響により、地域や学校の行事が中止されるなどして実施できなかったことによる
ものです。
最近、全国において通学途中の児童が巻き込まれる交通事故が発生していることから、登校時
間帯を中心とした保護誘導活動や見守り活動を強化するとともに、自らを守るための交通安全教育を積極的に実施して参ります。
（７）援護を必要とする子育て家庭等への支援
　　①　援護を必要とする子ども・保護者への支援については、年度換算値をほとんどの項目で達成
しており、概ね順調に進められています。
　児童虐待等様々な事情により親と別れて生活する子どもたちが、家庭的な養育環境の中でき
め細やかな支援が受けられるよう関係機関と連携しながら取り組んで参ります。
　　②　ひとり親家庭等の自立支援の推進については、母子自立支援プログラム策定件数は年度換算
値を達成しませんでした。企業との連携による就業支援事業の利用者が増加していることから、
両事業の更なる周知を図り、就労支援を行って参ります。
２　今後の対応
　　平成２６年度の目標に向けて、すべての項目が達成できるよう努めて参ります。
共働き家庭の増加や勤労形態の多様化などにより、働く人のニーズに対応した多様な保育サービ
　スの充実が求められています。今後とも地域の実情や保護者のニーズに十分に応えられるよう保育
　サービスの充実を図るとともに、サービスが有効に活用されるよう事業の周知にも努めて参ります。　　
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